
平 成 11 年 ３ 月 期  連 結 決 算 短 信 平成11年5月13日

株式会社豊田自動織機製作所 上場取引所　東証、名証、大証　第1部
コード番号　　６２０１
愛知県刈谷市豊田町2丁目1番地
（お問合せ先）
取締役経理部長  伊藤正宣  TEL (0566)22-2511
連結決算取締役会開催日　　　平成11年5月13日(木)

１．平成11年3月期の業績（平成10年4月1日～平成11年3月31日）
(１) 経 営 成 績 (百万円未満切り捨て）

(注)1．持分法投資損益  △ 3,763百万円  （10年3月期  266百万円）
    2. 10年3月期は、改正（平成10年2月20日）後の「連結財務諸表規則」を準用した場合の数値を記載しております。

(２) 財 政 状 態

(３)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

(４)会計処理の方法等の変更

２．平成12年3月期の業績予想（平成11年4月1日～平成12年3月31日）

(参考)１株当たり予想当期純利益（連結） 31円 77銭  （単独） 47円 65銭

〔参考〕当社(単独)の平成11年3月期の業績（平成10年4月1日～平成11年3月31日）

売 上 高 ( 対前期増減率 ) 営 業 利 益 (
対前期
増減率 ) 経 常 利 益 (

対前期
増減率 )

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

11年3月期 558,875 ( △ 2.4 ) 24,813 ( △ 30.9 ) 23,172 ( △ 36.8 )
10年3月期 572,698 ( 2.7 ) 35,922 ( △ 1.3 ) 36,661 ( 3.9 )

当期純利益 ( 対前期増減率 )
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ ％ ％ ％

11年3月期 10,391 ( △ 49.3 ) 36円30銭 32円62銭 3.4 3.8 4.1
10年3月期 20,491 ( 14.3 ) 72円33銭 63円48銭 7.0 6.4 6.4

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本
百万円 百万円 ％

11年3月期 617,070 301,158 48.8 1,063円 05銭
10年3月期 593,003 304,097 51.3 1,056円 81銭

連結子会社数 27 社
非連結子会社数 3 社 〔うち持分法適用会社　なし〕
関連会社数 11 社 〔うち持分法適用会社　２社〕

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

12年3月期 585,000 20,000 9,000

売 上 高 (対前期増減率 ) 営 業 利 益 (
対前期
増減率 ) 経 常 利 益 (

対前期
増減率 )

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

456,606 ( △ 9.8 ) 19,338 ( △ 42.9 ) 22,358 ( △ 35.9 )

当 期 純 利 益 (対前期増減率 )
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益 総 資 産 株 主 資 本

百万円 ％ 百万円 百万円

13,388 ( △ 32.3 ) 46円 76銭 41円 90銭 569,224 299,550

①連結範囲及び持分法の適用の異動状況
・ 連結 (新規) 17社 ・ 持分法 (新規) 1社

(減少)   無  (減少) 2社
②会計処理の方法の変更        無



連 結 損 益 計 算 書
（単位：百万円）

当　　　　　期 前　　　　期

科　　　　目 10年 4月 1日から  9年 4月 1日から 増　　　　減
11年 3月31日まで 10年 3月31日まで

売 上 高 ５５８，８７５ ５７２，６９８ △　１３，８２３

売 上 原 価 ４９５，７８８ ４９８，３１９ △　　２，５３１

売 上 総 利 益 ６３，０８７ ７４，３７８ △　１１，２９１

販売費及び一般管理費 ３８，２７３ ３８，４５６ △　　　　１８３

営 業 利 益 ２４，８１３ ３５，９２２ △　１１，１０９

営 業 外 収 益 １２，１８８ １０，５１４ １，６７４

 受　  　取  　　利  　　息 ９９９ １，３７８ △　　　　３７９

 受　  取　   配  　当　 金 ７，５６０ ６，８９８ ６６２

 そ の 他 の 営 業 外 収 益 ３，６２８ ２，２３７ １，３９１

営 業 外 費 用 １３，８３０ ９，７７５ ４，０５５

 支　 　 払　  　利 　 　息 ２，０４１ ２，３２９ △　　　　２８８

 そ の 他 の 営 業 外 費 用 １１，７８８ ７，４４５ ４，３４３

経 常 利 益 ２３，１７２ ３６，６６１ △　１３，４８９

税金等調整前当期純利益 ２３，１７２ ３６，６６１ △　１３，４８９

法人税、住民税及び事業税 １１，９０３ １５，８８０ △　　３，９７７

少数株主利益（減算△） △　　８７７ △　　２８９ △　　　　５８８

当 期 純 利 益 １０，３９１ ２０，４９１ △　１０，１００

（注）前期につきましては、改正（平成10年2月20日）後の「連結財務諸表規則」を準用した場合の
　　　数値を記載しております。
　　　したがって、「連結調整勘定償却額」は「販売費及び一般管理費」に、「持分法による投資
　　　損益」は「営業外収益」または「営業外費用」に、また、「事業税」は「法人税、住民税
　　　及び事業税」に含めて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

当　   　期 前　　　　期
科　　　　目

（11年 3月31日現在） （10年 3月31日現在）
増　　　減

（資　産　の　部）

 流    動    資    産 １５５，７６４　 １７８，５２４　 △　２２，７６０　

現 金 預 金 ４６，４９５　 ５７，１８１　 △　１０，６８６　

受取手形及び売掛金 ５６，４９２　 ６１，１９０　 △　　４，６９８　

有 価 証 券 １３，９０６　 ２９，０７１　 △　１５，１６５　

た な 卸 資 産 ２７，２５９　 ２１，９０９　 ５，３５０　

そ の 他 の 流 動 資 産 １２，０２８　 ９，８６１　 ２，１６７　

貸 倒 引 当 金 △　　　４１８　 △　　　６９１　 ２７３　

 固    定    資    産 ４５６，５４１　 ４１４，４７９　 ４２，０６２　

有  形  固  定  資  産 ２５８，８９６　 ２２０，０４７　 ３８，８４９　

建 物 及 び 構 築 物 ８３，６４７　 ７０，５２８　 １３，１１９　

機械装置及び運搬具 １１０，５２４　 ８６，４８５　 ２４，０３９　

工 具 器 具 備 品 １５，８１０　 １１，６０２　 ４，２０８　

土 地 ３２，７４１　 ２６，７８９　 ５，９５２　

建 設 仮 勘 定 １６，１７１　 ２４，６４１　 △　　８，４７０　

投 資 そ の 他 の 資 産 １９７，６４５　 １９４，４３２　 ３，２１３　

投 資 有 価 証 券 １８０，８０１　 １７４，５９９　 ６，２０２　

長 期 貸 付 金 ８，０９７　 ７，３７６　 ７２１　

長 期 前 払 費 用 ２，８４４　 １，６７４　 １，１７０　

その他の投資その他の資産 ５，９４０　 １０，８２４　 △　　４，８８４　

貸 倒 引 当 金 △　　　　３８　 △　　　　４３　 ５　

 為 替 換 算 調 整 勘 定 ４，７６４　 －　 ４，７６４　

　  合        計 ６１７，０７０　 ５９３，００３　 ２４，０６７　

(注)１．有形固定資産の減価償却累計額 ３３３，８９３　 ２９５，８５５　 ３８，０３８　
２．所有権移転外ファイナンス・リース取引
(1) 取 得 価 額 相 当 額 ８，０７４　 － 　 － 　
(2)減価償却累計額相当額 ３，６０２　 － 　 － 　
(3) 期 末 残 高 相 当 額 ４，４７１　 ２，９７７　 １，４９４　
  （未経過リース料期末残高相当額）

（ う ち １ 年 以 内 ） （１，４２１） （１，２４３） （１７８）
(4) 支 払 リ ー ス 料 １，６７９　 １，５９１　 ８８　
（減価償却費相当額）

３．オペレーティング･リース取引
未 経 過 リ ー ス 料 ３２９　 ３３０　 △　１　
（ う ち １ 年 以 内 ） （１７４） （１７７） （△  ３）
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（単位：百万円）

当　   　期 前　　　　期
科　　　　目 （11年 3月31日現在） （10年 3月31日現在） 増　　　減

（負　債　の　部）

 流    動    負    債 １２７，１３０　 １５２，６１５　 △　２５，４８５　

支払手形及び買掛金 ６２，７８７　 ７０，３０２　 △　　７，５１５　

短 期 借 入 金 ６，７４９　 ４，３９６　 ２，３５３　

1 年 以 内 償還の 社債 －　 ３００　 △　　　　３００　

未 払 金 １６，８３８　 ３４，４３０　 △　１７，５９２　

未 払 法 人 税 等 ４，１４６　 ７，７８０　 △　　３，６３４　

未 払 費 用 １７，０８５　 １６，９０７　 １７８　

従 業 員 預 り 金 １７，７３８　 １７，０７４　 ６６４　

そ の 他 の 流 動 負 債 １，７８４　 １，４２４　 ３６０　

 固    定    負    債 １６９，９９３　 １３０，１１３　 ３９，８８０　

社 債 ７０，３００　 ３０，０００　 ４０，３００　

転 換 社 債 ７５，７４８　 ７５，８３８　 △　　　　　９０　

長 期 借 入 金 ２，５６９　 ３，４６４　 △　　　　８９５　

退 職 給 与 引 当 金 １９，９５２　 １９，９２９　 ２３　

連 結 調 整 勘 定 １８８　 ４０９　 △　　　　２２１　

そ の 他 の 固 定 負 債 １，２３５　 ４７２　 ７６３　

 為 替 換 算 調 整 勘 定 － 　 １９５　 △　　　　１９５　

負 　　債 　　 計 ２９７，１２３　 ２８２，９２４　 １４，１９９　

少 数 株 主 持 分 １８，７８８　 ５，９８１　 １２，８０７　

（資　本　の　部）

 資　　　  本   　 　金 ４０，１７８　 ４０，１３３　 ４５　

 資　 本 　準 　備　 金 ６０，６７２　 ６０，６２７　 ４５　

 連　 結 　剰 　余 　金 ２００，３０７　 ２０３，３３７　 △　　３，０３０　

 自    己     株     式 △  　    　０　 △　　　　　１　 １　

資　 　本 　　 計 ３０１，１５８　 ３０４，０９７　 △　　２，９３９　

　 合 　　      　計 ６１７，０７０　 ５９３，００３　 ２４，０６７　

４．保 証 債 務 ３，１０９　 －  　 －  　
５．自 己 株 式 数 ３７７株 ７８６株 △　４０９株
６．前期につきましては、改正（平成10年2月20日）後の「連結財務諸表規則」を準用した場合の数値を
記載しております。
したがって、従来、区分表示していた「機械装置」および「車両運搬具」は「機械装置及び運搬具」、
「未払事業税等」は「未払法人税等」（ただし、未払事業所税は「未払金」）、「利益準備金」および
「その他の剰余金」は｢連結剰余金」として表示しております。
また、従来、「負債の部」として表示していた「少数株主持分」は独立の項目として表示しております。
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連 結 剰 余 金 計 算 書
（単位：百万円）

当　　　　　期

科　　　　目 10年 4月 1日から

11年 3月31日まで

 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２０３，３３７

そ の 他 の 剰 余 金 期 首 残 高 １９５，２４５

前 期 の 利 益 準 備 金 繰 入 額 ８，０９１

 連  結  剰 余 金  増 加 高 ７００

連 結 子 会 社 の 増 加 に 伴 う
増 加 高 ７００

 連  結  剰 余 金  減 少 高 １４，１２２

配 当 金 ４，６０４

役 員 賞 与 ２０８

持 分 法 適 用 会 社 の 増 加 に
伴 う 減 少 高 ８３

連 結 財 務 諸 表 提 出 会 社 の
株 式 消 却 に 伴 う 減 少 高 ９，２２５

 当   期 　 純 　 利　  益 １０，３９１

 連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ２００，３０７
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連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連結範囲及び持分法の適用に関する事項

(1)連結の範囲

連結子会社 27社 ㈱サンリバー、イヅミ工業㈱、東久㈱、東海精機㈱、㈱原織機製作所、

ミヅホ工業㈱、㈱ティーアイビーシー、豊田スルザー㈱、豊田ハイシステム㈱、

㈱ロジステック、エスケイイー㈱、エスケイメンテナンス㈱、河本製機㈱、

㈱アルティ、㈱サンバレー、㈱サンスタッフ、美濃東久㈱、㈱シャインズ、

㈱東海システム研究所、㈱江坂スポーツランド、

ﾄﾖﾀ ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ ｲｸｲｯﾌﾟﾒﾝﾄ ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ㈱、ﾄﾖﾀ ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ ｲｸｲｯﾌﾟﾒﾝﾄ㈱、

豊田工業昆山㈲、ｷﾙﾛｽｶ ﾄﾖﾀﾞ ﾃｷｽﾀｲﾙ ﾏｼﾅﾘｰ㈱、ﾐｼｶﾞﾝ･ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ･ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ㈱、

ﾃｰﾃﾞｰ ﾄﾞｲﾁｪ ｸﾘﾏｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ㈲、豊田ﾃｷｽﾀｲﾙﾏｼｰﾅﾘ㈱

非連結子会社 3社 ﾄﾖﾀﾞ ﾃｷｽﾃｲﾙﾏｼﾈﾝ㈲、原ヨーロッパ㈲、原ヨーロッパ管理㈲

(2)持分法の適用

 関 連 会 社 2社 大興運輸㈱、エスティ・エルシーディ㈱

２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結 (新規） 17社 ㈱ティーアイビーシー、豊田スルザー㈱、豊田ハイシステム㈱、㈱ロジステック、

エスケイイー㈱、エスケイメンテナンス㈱、河本製機㈱、㈱アルティ、㈱サンバレー、

㈱サンスタッフ、美濃東久㈱、㈱シャインズ、㈱東海システム研究所、

㈱江坂スポーツランド、ﾐｼｶﾞﾝ･ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ･ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ㈱、ﾃｰﾃﾞｰ ﾄﾞｲﾁｪ ｸﾘﾏｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ㈲、

豊田ﾃｷｽﾀｲﾙﾏｼｰﾅﾘ㈱

      (減少） 無

持分法(新規） 1社 エスティ・エルシーディ㈱

      (減少） 2社 豊田スルザー㈱、ﾐｼｶﾞﾝ･ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ･ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ㈱（連結子会社へ異動）

３．連結子会社の事業年度等

(1)連結子会社のうち、決算日が連結決算日(３月31日)と異なる子会社は次のとおりであります。

12月31日 ㈱サンリバー、イヅミ工業㈱、㈱原織機製作所、ミヅホ工業㈱、㈱ティーアイビーシー、

豊田スルザー㈱、豊田ハイシステム㈱、㈱ロジステック、エスケイイー㈱、

エスケイメンテナンス㈱、河本製機㈱、㈱アルティ、㈱サンバレー、㈱サンスタッフ、

美濃東久㈱、㈱シャインズ、㈱東海システム研究所、㈱江坂スポーツランド、

ﾄﾖﾀ ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ ｲｸｲｯﾌﾟﾒﾝﾄ ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ㈱、ﾄﾖﾀ ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ ｲｸｲｯﾌﾟﾒﾝﾄ㈱、

豊田工業昆山㈲、ｷﾙﾛｽｶ ﾄﾖﾀﾞ ﾃｷｽﾀｲﾙ ﾏｼﾅﾘｰ㈱、ﾐｼｶﾞﾝ･ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ･ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ㈱、

ﾃｰﾃﾞｰ ﾄﾞｲﾁｪ ｸﾘﾏｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ㈲、豊田ﾃｷｽﾀｲﾙﾏｼｰﾅﾘ㈱

(2)連結財務諸表作成にあたっては、各社の事業年度の財務諸表を使用しております。

なお、美濃東久㈱および豊田ﾃｷｽﾀｲﾙﾏｼｰﾅﾘ㈱は、当連結会計年度より決算期を３月31日から

12月31日に変更いたしました。このため、当連結会計年度は９ヵ月決算となっております。

４．投資勘定と資本勘定の相殺消去

親会社投資勘定と子会社資本勘定の相殺消去は、段階法によっております。相殺消去の結果

生じた消去差額は、連結調整勘定として、発生日以降５年間で均等償却しております。

５．未実現損益の消去

連結会社間の資産の売買に伴う未実現損益は全額消去し、少数株主持分に対応する部分は

少数株主持分より控除しております。減価償却資産に含まれる未実現損益については、その消去に

伴い、減価償却費の修正を行っております。

６．利益処分項目等の取扱い

連結剰余金計算書は、連結子会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいて作成しております。

７．法人税等の期間配分の処理

法人税等の期間配分の処理は行っておりません。
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セ グ メ ン ト 情 報

１．事業の種類別セグメント情報

(1)当期（10年４月１日～11年３月31日） （単位：百万円）

区        分 自動車 産業車両 繊維機械 その他 計 消 去 又 は
全 社

連  結

 売       上       高

(1) 外部顧客に対する売上高 364,269 151,369 18,947 24,289 558,875 - 558,875

(2) セグメント間 の 内部
売 上 高 又 は 振 替 高 2,430 - 0 2,974 5,405 △ 5,405 - 

　　　計 366,699 151,369 18,947 27,264 564,280 △ 5,405 558,875

 営    業     費    用 349,302 142,917 22,402 25,064 539,686 △ 5,624 534,061

 営    業     利    益 17,397 8,451 △ 3,454 2,200 24,594 219 24,813

 資                 産 254,086 78,517 22,223 20,728 375,557 241,513 617,070

 減   価   償   却  費 26,517 5,548 1,023 1,404 34,493 △   113 34,379

 資   本   的   支  出 47,634 11,690 663 875 60,864 △   396 60,468

(2)前期（９年４月１日～10年３月31日） （単位：百万円）

区        分 自動車 産業車両 その他 計 消 去 又 は
全 社

連  結

 売       上       高

(1) 外部顧客に対する売上高 366,386 160,117 46,193 572,698 - 572,698

(2) セグメント間 の内部
売 上 高 又 は 振 替 高 4,020 - 1,060 5,081 △ 5,081 - 

　　　計 370,407 160,117 47,253 577,779 △ 5,081 572,698

 営    業     費    用 349,683 146,258 45,630 541,572 △ 4,796 536,775

 営    業     利    益 20,724 13,858 1,623 36,206 △   284 35,922

 資                 産 204,216 69,729 43,877 317,822 275,181 593,003

 減   価   償   却  費 21,473 4,549 1,958 27,980 △   22 27,958

 資   本   的   支  出 50,918 7,659 3,586 62,163 △  156 62,006

（注） 1.事業区分は、製品の種類、性質により区分しております。
　　　 2.前期まで「その他」に含めていた繊維機械事業は、その重要性が増したため、当期より「繊維機械」
    として区分表示しております。
　　　 3.各事業区分の主要製品
　　　・自 動 車 …… 自動車、エンジン、カーエアコン用コンプレッサー等
　　　・産業車両 …… フォークリフト、ショベルローダー等
　　　・繊維機械 …… 紡機、織機
　　　・そ の 他 …… 鋳造機械等
　　　 4.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、連結財務諸表提出会社の現金預金、
　　　   有価証券および投資有価証券等であります。
　　　 5.前期につきましては、改正（平成10年2月20日）後の「連結財務諸表規則」を準用した場合の数値を
　　　 　記載しております。
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２．所在地別セグメント情報

(1)当期（10年 4月 1日～11年 3月31日） （単位：百万円）

区        分 日　本 北　米 その他 計 消 去 又 は
全 社

連　結

売　　　　上　　　　高

(1) 外部顧客に対する売上高 465,443 78,263 15,168 558,875 - 558,875

(2) セグメント間 の 内部
売上高又は振替高

18,860 - 550 19,411 △ 19,411 - 

　　　計 484,304 78,263 15,719 578,287 △ 19,411 558,875

営　　 業　 　費　 　用 465,138 73,342 15,099 553,580 △ 19,518 534,061

営　　 業 　　利　 　益 19,165 4,921 619 24,706 107 24,813

資　　　  　　　　　産 349,787 39,112 15,845 404,745 212,324 617,070

（注） 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、連結財務諸表提出会社の現金預金、有価証券
　　　 および投資有価証券等であります。

(2)前期（ 9年 4月 1日～10年 3月31日）

 　　全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の合計額に占める本国の割合が、いずれも 90％を

　 超えているため、その記載を省略しております。

３．海外売上高

(1)当期（10年 4月 1日～11年 3月31日） （単位：百万円）

区        分 北　米 その他 計

海 　外 　売 　上 　高 93,748 84,988 178,737

連　 結 　売 　上 　高 558,875

連 結 売 上 高に 占める
海 外 売 上 高 の 割 合

16.8% 15.2% 32.0%

(2)前期（ 9年 4月 1日～10年 3月31日） （単位：百万円）

区        分 北　米 その他 計

海 　外 　売 　上 　高 61,675 88,741 150,417

連　 結 　売 　上 　高 572,698

連 結 売 上 高に 占める
海 外 売 上 高 の 割 合

10.8% 15.5% 26.3%
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平成 11 年３月期 決算短信 
株式会社豊田自動織機製作所 
コード番号  ６２０１ 
愛知県刈谷市豊田町 2 丁目 1 番地 
（お問合せ先） 

取締役経理部長  伊 藤 正 宣   TEL (0566)22-2511 
決算取締役会開催日  平成11年 5月 13日（木）    定時株主総会開催日  平成11年 6月 29日（火）  
連 結 決 算      有                 中 間 配 当 制 度  有  
 
１．平成 11 年 3 月期の業績（平成 10 年 4 月 1 日～平成 11 年 3 月 31 日） 
（１）経営成績 

 売 上 高 ( 対前期  
増減率  

) 営 業 利 益 ( 対前期    
増減率  

) 経 常 利 益 ( 対前期   
増減率 ) 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
11 年３月期 456,606 ( △9.8 ) 19,338 ( △42.9 ) 22,358 ( △35.9 ) 
10年 3 月期 506,018 ( △4.3 ) 33,876 ( △ 6.0 ) 34,857 ( 1.2 ) 
 

 当期純利益
 

( 対前期    
増減率  

) １ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後      
1 株当たり当期純利益 

株 主 資 本   
当期純利益率 

総  資  本    
経常利益率 

売  上  高    
経常利益率 

 百万円 ％   ％ ％ ％ 
11 年３月期 13,388 ( △32.3 ) 46円 76銭 41円 90銭 4.5 4.0 4.9 
10年 3 月期 19,783 ( 14.6 ) 69円 84銭 61円 31銭 6.8 6.4 6.9 

11年 3月期  286,288,140株

 

（注）１．期中平均株式数 
10年 3月期  283,285,470株 

２．会計処理の方法の変更   無 
３．11年 3月期および 10年 3月期の「事業税」の表示区分は、平成 10年 12月 21日改正後の「財務諸表等規則」に 
よっております。 

 
（２）配当状況 

1 株 当 た り 年 間 配 当 金 配当金総額 株主資本  

 中    間 期    末 （ 年 間 ） 
配当性向 

配 当 率 
    百万円 ％ ％ 
11年３月期 16 円  8 円  8 円  4,568 34.1 1.5 
10年 3 月期 16 円  8 円  8 円  4,576 23.1 1.5 

 
（３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％  

11年３月期 569,224 299,550 52.6 1,057 円 38 銭  
10年 3 月期 558,456 300,086 53.7 1,042 円 87 銭  

11年 3月期  283,296,225株

 

（注）１．期末発行済株式数 
10年 3月期  287,751,674株 
（期末発行済株式は額面株式であり、1単位の株式数は 1,000株であります。） 

２．有価証券の評価損益         763 ,586 百万円 
３．デリバティブ取引の評価損益      － 百万円 

 
２．平成 12 年 3 月期の業績予想（平成 11 年 4 月 1 日～平成 12 年 3 月 31 日） 

1 株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

中   間 期   末  
 百万円 百万円 百万円    
中 間 期 220,000 8,000 5,500 8 円  －  －  
通 期 470,000 21,000 13,500 －  8 円  16 円  
（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）  47 円 65 銭 

平成11年 5月 13日 

上場取引所 東証、名証、大証 第 1 部 

(百万円未満切り捨て） 



－ 1 － 

役 員 の 異 動 

 

(1)新 任 取 締 役 候 補 横
よこ

 井
い

   明
あきら

 〔現 トヨタ自動車株式会社取締役副社長〕 

  （ 6月 29 日の株主総会後の取締役会にて、取締役副会長に就任予定） 

  吉
よし

 田
だ

 成
しげ

 毅
たか

 〔現 コンプレッサー事業部調達部長〕 

  松
まつ

 山
やま

 新
しん

一
いち

郎
ろう

 〔現 繊 維 機 械 事 業 部 織 機 技 術 部長〕 

  加
か

 藤
とう

 正
まさ

 文
ふみ

 〔現 ア ル ミ 事 業 部 副 事 業 部 長〕 

 

(2)退 任 予 定 取 締 役 篠
しの

 田
だ

 陽
あき

 史
ぶみ

 〔現取締役副社 長〕 

  川
かわ

 瀬
せ

 陽
よう

 象
ぞう

 〔現 常 務 取 締 役〕 

  山
やま

 口
ぐち

 陽
よう

太
た

郎
ろう

 〔現 取  締  役〕 

  長
なが

 沢
さわ

 聖
せい

 一
いち

 〔現 取  締  役〕 

  吉
よし

 田
だ

   稔
みのる

 〔現 取  締  役〕 

 

(3)役付取締役の変更予定 

 取 締 役 会 長 磯
いそ

 谷
がい

 智
ち

 生
せい

 〔現 取 締 役 社 長〕 

 取 締 役 社 長 石
いし

 川
かわ

 忠
ただ

 司
し

 〔現取締役副社 長〕 

 取 締 役 副 社 長 吉
よし

 田
だ

 宜
たか

 正
まさ

 〔現 専 務 取 締 役〕 

 取 締 役 副 社 長 中
なか

 山
やま

 尚
しょう

 三
ぞう

 〔現 専 務 取 締 役〕 

 専 務 取 締 役 豊
とよ

 田
だ

 鐵
てつ

 郎
ろう

 〔現 常 務 取 締 役〕 

 専 務 取 締 役 河
かわ

 村
むら

 守
もり

 雄
お

 〔現 常 務 取 締 役〕 

 専 務 取 締 役 遠
えん

 藤
どう

 司
し

 郎
ろう

 〔現 常 務 取 締 役〕 

 専 務 取 締 役 竹
たけ

 内
うち

 和
かず

 彦
ひこ

 〔現 常 務 取 締 役〕 

 常 務 取 締 役 小
こ

 西
にし

 正
まさ

 純
ずみ

 〔現 取  締  役〕 

 常 務 取 締 役 上
かみ

 村
むら

 伸
しん

治
じ

郎
ろう

 〔現 取  締  役〕 

 常 務 取 締 役 松
まつ

 浦
うら

 達
たつ

 郎
お

 〔現 取  締  役〕 

 取締役名誉会長 豊
とよ

 田
だ

 芳
よし

 年
とし

 〔現 取 締 役 会 長〕 

 取  締  役 岩
いわ

 田
た

 耕
こう

 司
し

 〔現取締役副社 長〕 



－ 2 － 

部 門 別 売 上 高  
（単位：百万円） 

当       期 前       期 

( 10 年 4 月 1 日から 11年3 月 31 日まで
 
） ( 

9 年 4 月 1 日から 
10年3 月 31 日まで

 
）区        分 

金     額 構成比  金      額 構成比 

増    減 増 減 率 

  %  %  % 

繊 維 機 械  1 6 , 0 7 1  3 . 5  2 4 , 7 9 7  4 . 9  △  8 , 7 2 6  △ 3 5 . 2  

自動車組立 1 3 9 , 5 1 9  3 0 . 5  1 7 6 , 5 5 3  3 4 . 9  △ 3 7 , 0 3 4  △ 2 1 . 0  

エ ン ジ ン 9 4 , 4 4 2  2 0 . 7  8 7 , 5 7 5  1 7 . 3  6 , 8 6 7  7 . 8  

ｶ ｰ ｴ ｱ ｺ ﾝ用 

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ  
8 7 , 1 6 5  1 9 . 1  8 3 , 0 7 0  1 6 . 4  4 , 0 9 5  4 . 9  

鋳造品ほか 8 , 0 6 2  1 . 8  7 , 3 6 0  1 . 5  7 0 2  9 . 5  

自     

 

動   

     

車 

計 3 2 9 , 1 9 0  7 2 . 1  3 5 4 , 5 5 8  7 0 . 1  △ 2 5 , 3 6 8  △  7 . 2  

産 業 車 両  1 0 1 , 4 1 1  2 2 . 2  1 1 7 , 3 1 1  2 3 . 2  △ 1 5 , 9 0 0  △ 1 3 . 6  

そ の 他 9 , 9 3 3  2 . 2  9 , 3 4 9  1 . 8  5 8 4  6 . 2  

合 計 4 5 6 , 6 0 6  100.0 5 0 6 , 0 1 8  1 0 0 . 0  △ 4 9 , 4 1 2  △  9 . 8  

（注）輸出売上高は以下のとおりであります。 

（単位：百万円） 

当       期 前       期 
区        分 

金     額 輸出比率 金     額 輸出比率 
増    減 増 減 率 

  %  %  % 

繊 維 機 械 1 3 , 3 6 9  8 3 . 2  2 2 , 2 3 7  8 9 . 7  △ 8 , 8 6 8  △ 3 9 . 9  

ｶ ｰ ｴ ｱ ｺ ﾝ 用 

ｺ ﾝ ﾌ ﾟ ﾚ ｯ ｻ ｰ 
4 6 , 6 6 2  5 3 . 5  3 9 , 8 2 5  4 7 . 9  6 , 8 3 7  1 7 . 2  

産 業 車 両 4 0 , 8 8 8  4 0 . 3  4 2 , 6 0 5  3 6 . 3  △ 1 , 7 1 7  △  4 . 0  

そ の 他  3 4 3  3 . 5  1 9 9  2 . 1  1 4 4  7 2 . 5  

合 計 1 0 1 , 2 6 3  2 2 . 2  1 0 4 , 8 6 7  2 0 . 7  △ 3 , 6 0 4  △  3 . 4  

 



－ 3 －  

損 益 計 算 書  
（単位：百万円） 

当      期 前      期 

科           目 
(
10 年 4 月 1 日から 
11年3 月 31 日まで

 
）(
9 年 4 月 1 日から 
10年3 月 31 日まで

 
）
増     減  

（経常損益の部）    

営 業 損 益 の 部     

営 業 収 益   4 5 6 , 6 0 6  5 0 6 , 0 1 8  △ 4 9 , 4 1 2  

売 上 高 4 5 6 , 6 0 6  5 0 6 , 0 1 8  △ 4 9 , 4 1 2  

営 業 費 用 4 3 7 , 2 6 7  4 7 2 , 1 4 1  △ 3 4 , 8 7 4  

売 上 原 価 4 0 7 , 3 7 1  4 3 9 , 7 1 4  △ 3 2 , 3 4 3  

販売費及び一般管理費 2 9 , 8 9 6  3 2 , 4 2 6  △    2 , 5 3 0  

営 業 利 益 1 9 , 3 3 8  3 3 , 8 7 6  △   1 4 , 5 3 8  

営 業 外 損 益 の 部    

営 業 外 収 益 1 1 , 8 1 7  9 , 7 9 8    2 , 0 1 9  

受取利息及び割引料 6 8 3  1 , 2 7 5  △   5 9 2  

受 取 配 当 金 7 , 7 8 3  7 , 0 1 2     7 7 1  

その他の営業外収益 3 , 3 5 0  1 , 5 1 0    1 , 8 4 0  

営 業 外 費 用 8 , 7 9 8  8 , 8 1 6  △     1 8  

支払利息及び割引料 1 , 7 5 9  2 , 0 8 9  △   3 3 0  

その他の営業外費用 7 , 0 3 9  6 , 7 2 7     3 1 2  

経 常 利 益 2 2 , 3 5 8  3 4 , 8 5 7  △ 1 2 , 4 9 9  

税 引 前 当 期 純 利 益 2 2 , 3 5 8  3 4 , 8 5 7  △ 1 2 , 4 9 9  

法人税､住民税及び事業税 8 , 9 7 0  1 5 , 0 7 4  △   6 , 1 0 4  

当 期 純 利 益 1 3 , 3 8 8  1 9 , 7 8 3  △   6 , 3 9 5  

前 期 繰 越 利 益 6 , 4 3 1  5 , 0 4 3    1 , 3 8 8  

株式消却積立金取崩額 9 , 2 2 5  9 , 9 9 9  △   7 7 4  

株 式 消 却 額 9 , 2 2 5  9 , 9 9 9  △   7 7 4  

中 間 配 当 額 2 , 3 0 2  2 , 2 7 4     2 8  

利 益 準 備 金 積 立 額 1 1  2 2 7  △   2 1 6  

当 期 未 処 分 利 益 1 7 , 5 0 5  2 2 , 3 2 4  △  4 , 8 1 9  

(注）1. 減 価 償 却 実 施 額  2 7 , 9 5 1  2 4 , 4 8 2      3 , 4 6 9  

2. 従来、「販売費及び一般管理費」に含めていた「事業税」は、「法人税、住民税及び事業税」に含めて

表示しております。 
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利 益 処 分 案  
（単位：百万円） 

摘 要 当       期 前       期 増      減 

当 期 未 処 分 利 益 1 7 , 5 0 5  2 2 , 3 2 4  △  4 , 8 1 9  

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 1 7  1 7  0  

固定資産圧縮積立金取崩額  1 8  1 6  2  

株 式 消 却 積 立 金 取 崩 額 7 7 5  0  7 7 5  

合 計 1 8 , 3 1 7  2 2 , 3 6 0  △  4 , 0 4 3  

こ れ を下記のとおり処分いたします。  

利 益 準 備 金 -  1 , 9 4 1  △  1 , 9 4 1  

株 主 配 当 金 2 , 2 6 6  2 , 3 0 2  △    3 6  

 (1株につき8円) (1株につき8円)  

取 締 役 賞 与 金 1 5 5  1 7 0  △    1 5  

監 査 役 賞 与 金 1 4  1 5  △    1  

株 式 消 却 積 立 金 -  1 0 , 0 0 0  △ 1 0 , 0 0 0  

別 途 積 立 金 -  1 , 5 0 0  △ 1 , 5 0 0  

次 期 繰 越 利 益 1 5 , 8 8 1  6 , 4 3 1    9 , 4 5 0  

◎ 平成 10年 11月 26日に 1株につき8円、総額2,302百万円の中間配当を実施いたしました。 

 

（重要な会計方針） 

１．取引所の相場のある有価証券（金銭の信託で単独運用する有価証券を含む。）は、移動平均法

による低価法、その他の有価証券は移動平均法による原価法により評価しております。 

２．製品・原材料・仕掛品および貯蔵品は、移動平均法による原価法により評価しております。 

３．有形固定資産の減価償却方法は、定率法を採用しております。 

４．繰延資産の処理方法は、支出時に全額を費用として処理しております。 

５．貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法に定める損金算入限度額を     

計上しております。 

６．退職給与引当金は、従業員の退職金の支給に充てるため、自己都合による期末要支給額を基礎と

した現価方式による現在価値相当額（自己都合による期末要支給額の７２％）から適格退職年金

資産残高を控除した額を計上しております。 

７．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

８．消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 
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貸 借 対 照 表  

（単位：百万円） 

科            目 
当       期 

（11年 3月 31日現在） 
前       期 

（10年 3月 31日現在） 
増       減 

（資  産  の  部）    
流 動 資 産 1 2 2 , 6 2 4  1 5 9 , 9 8 4  △ 3 7 , 3 6 0  

現 金 預 金 2 9 , 7 2 9  5 4 , 1 5 0  △ 2 4 , 4 2 1  

受 取 手 形 2 , 4 0 3  1 , 4 7 2     9 3 1  

売 掛 金 4 9 , 1 1 1  5 3 , 8 5 1  △  4 , 7 4 0  

有 価 証 券 1 1 , 6 3 7  2 6 , 9 7 2  △ 1 5 , 3 3 5  

製 品 1 , 0 5 7  1 , 4 3 1  △   3 7 4  

原 材 料 8 2  7 8       4  

仕 掛 品 1 2 , 4 6 3  1 1 , 0 0 8    1 , 4 5 5  

貯 蔵 品 2 , 1 9 8  1 , 8 3 3      3 6 5  

前 払 費 用 1 4 7  2 7 6  △   1 2 9  

未 収 入 金 8 , 5 4 1  7 , 7 2 8  8 1 3  

その他の流動資産 5 , 6 9 6  1 , 8 6 2    3 , 8 3 4  

貸 倒 引 当 金 △ 4 4 4  △ 6 8 1      2 3 7  

固 定 資 産 4 4 6 , 6 0 0  3 9 8 , 4 7 2    4 8 , 1 2 8  

有 形 固 定 資 産 2 1 4 , 0 3 3  1 9 3 , 6 9 8    2 0 , 3 3 5  

建 物 6 3 , 3 9 1  5 5 , 8 4 2    7 , 5 4 9  

構 築 物 6 , 2 9 2  4 , 6 9 8    1 , 5 9 4  

機 械 装 置 8 9 , 9 6 6  7 6 , 2 2 2    1 3 , 7 4 4  

車 両 運 搬 具 7 5 1  7 9 5  △    4 4  

工 具 器 具 備 品 1 2 , 7 3 9  8 , 7 6 5    3 , 9 7 4  

土 地 2 7 , 1 7 1  2 4 , 1 0 1    3 , 0 7 0  

建 設 仮 勘 定 1 3 , 7 2 1  2 3 , 2 7 0  △  9 , 5 4 9  

投 資 等 2 3 2 , 5 6 6  2 0 4 , 7 7 4    2 7 , 7 9 2  

投 資 有 価 証 券 1 8 2 , 9 8 7  1 7 0 , 0 5 4    1 2 , 9 3 3  

子会社株式･出資金 3 4 , 2 6 7  1 6 , 0 0 0    1 8 , 2 6 7  

長 期 貸 付 金 7 , 9 7 3  7 , 3 6 1  6 1 2  

長 期 前 払 費 用 2 , 4 9 4  1 , 4 9 8      9 9 6  

そ の 他 の 投 資 4 , 8 8 2  9 , 9 0 1  △  5 , 0 1 9  

貸 倒 引 当 金 △  3 7  △  4 3  6  

合           計 5 6 9 , 2 2 4  5 5 8 , 4 5 6    1 0 , 7 6 8  

((注)1.有 形 固 定 資 産 の  2 8 7 , 1 2 7  2 6 9 , 2 8 3  1 7 , 8 4 4  
 減 価 償 却 累 計 額     

   2.所有権移転外ファイナンス・リース取引   
(1)取 得価額相当額  4 , 8 4 1  5 , 2 8 1  △ 4 4 0  
(2)減 価 償 却 累 計 額 相 当 額  2 , 5 8 8  2 , 6 2 6  △  3 8  
(3)期 末残高相当額  2 , 2 5 2  2 , 6 5 5  △ 4 0 3  

 ( 未経過リース料 期末残高相当額 ) 
   

( う ち 1 年以内 ) ( 1 , 0 9 9 )  ( 1 , 1 5 2 )  ( △  5 3 )  
(4)支 払 リ ー ス 料  1 , 3 1 4  1 , 3 6 5  △  5 1  

(減価償却費相当額)    
３．オペレーティング・リース取引   
未 経 過 リ ー ス 料 2 8 1  3 3 0  △  4 9  
( う ち 1 年以内 ) ( 1 5 6 )  ( 1 7 7 )  ( △  2 1 )  
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（単位：百万円） 

科              目 
当       期 

（11年 3月 31日現在） 
前       期 

（10年 3月 31日現在） 
増       減 

（負  債  の  部）    

流 動 負 債 1 0 5 , 6 6 6  1 3 3 , 6 5 7  △ 2 7 , 9 9 1  

支 払 手 形 3 , 4 0 2  5 , 7 4 8  △  2 , 3 4 6  

買 掛 金 4 9 , 9 6 6  5 4 , 5 6 3  △  4 , 5 9 7  

未 払 金 1 6 , 0 8 7  3 3 , 6 6 2  △ 1 7 , 5 7 5  

未 払 法 人 税 等 3 , 5 2 6  6 , 8 7 7  △  3 , 3 5 1  

未 払 費 用 1 4 , 5 7 7  1 4 , 5 6 5      1 2  

前 受 金 4  2 8 5  △   2 8 1  

預 り 金 8 3 9  8 9 8  △    5 9  

従 業 員 預 り 金 1 7 , 2 6 2  1 7 , 0 5 6  2 0 6  

固 定 負 債 1 6 4 , 0 0 7  1 2 4 , 7 1 2    3 9 , 2 9 5  

社 債 7 0 , 0 0 0  3 0 , 0 0 0    4 0 , 0 0 0  

転 換 社 債 7 5 , 7 4 8  7 5 , 8 3 8  △    9 0  

退職給与引当金 1 8 , 2 5 9  1 8 , 8 7 4  △   6 1 5  

負 債 計 2 6 9 , 6 7 3  2 5 8 , 3 6 9    1 1 , 3 0 4  

（資  本  の  部）    

資 本 金 4 0 , 1 7 8  4 0 , 1 3 3  4 5  

法 定 準 備 金 7 0 , 7 1 7  6 8 , 7 1 9    1 , 9 9 8  

資 本 準 備 金 6 0 , 6 7 2  6 0 , 6 2 7  4 5  

利 益 準 備 金 1 0 , 0 4 4  8 , 0 9 1    1 , 9 5 3  

剰 余 金 1 8 8 , 6 5 4  1 9 1 , 2 3 3  △  2 , 5 7 9  

特別償却準備金 5 3  7 0  △    1 7  

固定資産圧縮積立金 3 2 0  3 3 7  △    1 7  

株式消却積立金 7 7 5  0     7 7 5  

別 途 積 立 金 1 7 0 , 0 0 0  1 6 8 , 5 0 0  1 , 5 0 0  

当期未処分利益 1 7 , 5 0 5  2 2 , 3 2 4  △  4 , 8 1 9  

（うち当期純利益） ( 1 3 , 3 8 8 )  ( 1 9 , 7 8 3 )   ( △ 6 , 3 9 5 )

資 本 計 2 9 9 , 5 5 0  3 0 0 , 0 8 6  △   5 3 6  

合           計 5 6 9 , 2 2 4  5 5 8 , 4 5 6    1 0 , 7 6 8  

（注）４．保   証   債   務 3 , 1 0 9  2 , 5 3 6   5 7 3  
 ５．自   己   株   式 株式数     3 7 7 株     7 8 6 株 △ 4 0 9 株 
（有価証券に含む。）    金  額         0                   1 △     1  

６．期末発行済株式数 2 8 3 , 2 9 6 , 2 2 5 株 2 8 7 , 7 5 1 , 6 7 4 株 △  4 , 4 5 5 , 4 4 9 株
  増加の内訳   転換社債の株式転換  4 4 , 5 5 1 株 

転換総額 90 百万円  資本組入額 45 百万円 
減少の内訳   自己株式の消却  4 , 5 0 0 , 0 0 0 株  

 

７．従来、区分表示していた「未払事業税等」は、未払事業税は「未払法人税等」に、未払事業所税は  

「未払金」として表示しております。 
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有価証券の時価等 
（単位：百万円） 

当               期 

（11年 3月 31日現在） 

前               期 

（10年 3月 31日現在） 
種      類 

貸借対照表    

計 上 額 
時 価 評 価 損 益 

貸借対照表    

計 上 額 
時 価 評 価 損 益 

(１) 流動資産に属するもの       

株 式 2,092 6,622 4,529 489 3,744 3,255 

（うち自己株式）   (   0)   (△ 0) 

債 券 － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － 

小 計 2,092 6,622 4,529 489 3,744 3,255 

(2) 固定資産に属するもの       

株 式 152,998 912,055 759,056 142,470 951,420 808,950 

（うち関係会社） (95,392) (674,719) (579,327) (88,309) (689,716) (601,407) 

債 券 － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － 

小 計 152,998 912,055 759,056 142,470 951,420 808,950 

（うち関係会社） (95,392) (674,719) (579,327) (88,309) (689,716) (601,407) 

合 計 155,091 918,678 763,586 142,960 955,165 812,205 

（うち関係会社） (95,392) (674,719) (579,327) (88,309) (689,716) (601,407) 

（注）１．時価等の算定方法 

上場有価証券    主に東京証券取引所の最終価格 

２．流動資産の株式には、自己株式を含んで表示しております。 

３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 
  ［当  期］ ［前  期］ 
（流動資産） 店頭売買株式を除く非上場株式 48 百万円 － 百万円 

 買現先の債券 1,999 百万円 － 百万円 
 買現先のコマーシャルペーパー 2,496 百万円 12,988 百万円 

残存償還期間が 1 年以内の
 

 
非上場の内国債券 － 百万円 3,495 百万円 

 コマーシャルペーパー － 百万円 4,998 百万円 

 貸付信託受益証券 4,999 百万円 4,999 百万円 

（固定資産） 店頭売買株式を除く非上場株式 
(うち関係会社) 

58,294 百万円 
(44,885 百万円)

41,459 百万円 
(29,379 百万円)

 非上場の外国債券 1,000 百万円 1,000 百万円 
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デリバティブ取引の契約額等､時価及び評価損益 

 

該当事項はありません。 

 

配 当 政 策  

 

当社は、安定的な配当を維持していくことを基本に、業績および配当性向等を総合的に勘案して、

株主の皆様のご期待におこたえしていきたいと考えております。 

当期の配当は、昨年11月に中間配当金を1 株につき 8 円とさせていただきましたが、期末配当

金につきましても1株につき8円とし、年間としては1株 16円とさせていただく予定であります。 

また、内部留保は、将来にわたる株主利益を確保するため、積極的な事業展開を推進し、企業体

質の一層の強化・充実をはかるための投資に充当させていただく予定であります。 

なお、当社は、平成8年 4月に第2回無担保転換社債を発行した際、平成9年 3月期以降の３決

算期間において、平均 30％以上の配当性向を維持するよう公約しており、当期は、当該公約維持

期間の第３期目に当たります。公約遵守状況は以下のとおりであります。 

 

 公約配当性向 実績配当性向 公約達成率 備 考 

<ファイナンス直前期> 
平成８年３月期 

%  
－  

%  
2 7 . 2  

%  
－  

 
 
 

<ファイナンス後> 
平成９年３月期 

 
3 0 . 0  

 
(注)1.   2 6 . 1  

 
1 0 0  

 
頭打ちルール(20％)
を適用しております。 

 
平成 10 年３月期 

 
3 0 . 0  
 

 
2 3 . 1  

(注)2.   7 3 . 7  

 
 

2 4 6  

 

 
平成 11 年３月期 

 
3 0 . 0  
 

 
 3 4 . 1  

(注)2.  1 0 3 . 0  

 
 

3 4 3  

 

 
3 期 平 均 
 

 
3 0 . 0  
 

 
6 5 . 2  
 

 
2 1 7  
 

 

(注) １．平成9年 3月期の実績配当性向は、公約配当性向を下回っておりますが、同期の配当金16

円は、平成8年 3月期の配当金13円に対して 20％以上増加しておりますので、発行会社

の利益配分に関する理事会決議（日本証券業協会）の 6．に定める特例（いわゆる「頭打

ちルール」）の適用により、公約を遵守したものとさせていただきます。 

２．平成10年 3月期および平成11年 3月期の実績配当性向は、それぞれ23.1％および34.1％

でありますが、平成9年 12月および平成10年 12月に利益による自己株式の消却を行って

おりますので、その消却額 9,999 百万円および 9,225 百万円を加えて計算した配当性向

73.7％および103.0％が公約遵守状況の基準となります。 
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「コンピューター西暦 2000 年問題」への対応状況等 

 

（１）対応状況等 

ａ．取組み方針 

当社は、西暦 2000 年問題を業務継続性の維持および顧客・取引先対応の面で経営上の重要課

題のひとつであると認識し、社内情報システム、設備、製品等全般について対応を進めておりま

す。 

 

b．取組み体制 

当社では、1996年以降、情報システム部門を中心に調査・対応を進めてまいりましたが、1999

年 1 月に、より全社的な視点で対応するため「2000 年問題対策委員会」を設置いたしました。

同委員会では、対応計画の策定や実施状況の確認、取締役会への定期的な報告を行うとともに、

子会社・関連会社、取引先等を含めた対応状況の把握を進めております。 

 

c. 対応の進捗状況 

社内情報システムにつきましては、対応計画に基づき、1999年 3月までにプログラムの修正・

テスト作業の約 90％を終え、10 月までにすべてを完了する予定であります。また、より詳細な

確認のために、主要取引先とのスルーテストを1999年5月から8月にかけて計画しております。 

設備、製品につきましては、対応計画に沿って継続的に調査・対応を行い万全を期す予定であ

ります。 

 

（２）対応のための支出金額等 

社内情報システムの対応は、主にシステムの再開発時や改良時に行っておりますので、対応費

用を明確に区分することはできませんが、そのなかで外部へ支出する費用は約３億円と想定して

おり、このうち約２億円を当期までに計上しております。また、その他の領域においても対応費

用が発生しておりますが、その費用を含めましても、2000 年問題への対応費用が当社の事業運

営や業績に重大な影響を及ぼすことはないと予想しております。 

 

（３）危機管理計画 

当社では、対応に万全を期しておりますが、万一に備えまして、様々な事態を想定した対応計

画の策定と体制の整備に取り組んでおります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


